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意思決定支援システム序論
一その背景とフレームー
土　方　正　夫
1．はじめに
　コンピュータが経営組織の中にもちこまれ，すでに久しいが，その役割
は大きく変化を遂げてきている。そして，その役割を巡ってさまざまな議
論が常に沸き起こっているが，近年，通信システムとコンピュータが結合
されるにいたり，コンピュータに対する期待は単なる大量データの効率的
な処理を中心とする定型的な業務管理のみならず，意思決定の支援まで拡
大してきている。
　本論では，経営組織とコンピュータシステムの接点に着目し，コンピュ
ータシステムに課せられた役割の変遷について概観すると共に，意思決定
支援システム（DSS；Decision　SupPorting　System）の課題と枠組みに
ついて考察する。
2．経営組織におけるコンピュータの役割
　経営組織の中で，コンピュータは当初，大量の単純事務処理を効率的に
こなす，いわば手先の作業の代替物として位置づけられていた。いわゆる
EDPSシステムである。具体的には様々な帳票類の流れを経営組織体の
内部で効率的に処理する定常的なルーチンワークを，そのままコンビュー
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タシステムにおきかえる事に多大な努力が払われた。その後，単に手作業
の効率化のみならず，経営の意思決定にコンピュータを持ち込もうという
目的を持って経営情報システムが盛んに議論された。いわゆるMISであ
る。その狙いはトップマネジメントを始めとする組織の各階層の意思決定
者に対する情報提供であったが，実際には一時の流行現象を引き起こした
に過ぎないという評価が下され，「幻のMIS」とまでいわれた。その原
因は幾つかあげられているが，要約すると次の点が挙げられる。
（1）情報システムの設計者は，経営サイドから問題をとらえるというより
　はコンピコ．一タシステムの設計という観点から問題をとらえてしまう態
　度をとってしまった。すなわち，従前のEDPSシステムの設計態度か
　ら抜けきれず，経営組織の業績記録をまとめ挙げ，これを意思決定者に
　提供することをその中心においたために，トップマネジメントの情報ニ
　ーズに適合しなかった。トップマネジメントにとっての情報ニーズは，
　戦略に関わる情報であり経営組織内部の情報よりも経営組織を取り巻く
　外部環境情報により大きな比重があることに対する分析が不十分であっ
　たことである。
（2）更にトップマネジメントにとって必要な情報は数値・数量的な情報と
　いうよりも，自然言語で表現される記述的情報であることに対する認識
　が欠けていた。また，当時は技術的にも記述的な情報の処理は困難であ
　つた。
（3）また，一方では各階層の意思決定者が抱える様々な問題を解決すべく
　個別問題毎に各種のシミュレーションモデルが構築されたが，これらを
　有効に活かす知識がマネジメントサイドに不足していた。
一言でまとめてしまうならば，組織的決定とそれに関わる情報に対する
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問題の分析が不十分であったために，マネジメントの決定方式にそぐわな
い形式的な概念システムを性急に構築してしまったところに問題があった
といえよう。
　MISに関しては多くの批判があったとはいえ，これを契機として，経
営組織体の情報システムと組織における意思決定の階層性の関連が強く意
識され，個別的に開発された問題別各種モデルを統合することの必要性が
喚起されたことは大きな意味があったといえるであろう。
　その後，EDPS，　MISによって提起された様々な議論と課題を基礎
に，経営の機能と組織における意思決定の階層性の関連が意識され，新た
に組織における意思決定問題とDSSの枠組みが検討されるに至った。し
かしながら現状ではDSSの概念，枠組みに関する共通認識は未だ定立さ
れるには至っていないといってよいであろう（1）。
3．DSSの背景
　コンピュータによる情報処理技術の進展と周辺のソフFウェア技術の蓄
積もさる；事ながら，MISからDSSへと情報システムの概念が拡大して
ゆく背景には，大きな社会経済的状況の変化があるといってよい。その特
徴を挙げてみるならば次のようになろう。
（1）　国内市場の飽和状態
　表1は耐久消費財の保有状況調査結果であるが，これからもみてとれる
ように耐久消費財の市場は，数量的には年々飽和状態に近づぎつつある。
それにともなって企業の市場での競争は激しくなり，市場の細分化が進む
と共に，製品の質的な差別化戦略が進展してゆく。このことは経営組織体
にとっては，従来の大量生産大量販売方式とは異なる管理方式が要請され
3
表1　耐久消費材保有状況　（100批帯当り台数）
Nα 品
?
昭和56年　　昭和58年　　昭和59年
80
U0
U0
X0
P0
Q0
P0
V0
T0
R0
O0
Q0
S0
Q0
?」?????????????????????
???
???
．??
，??
???
???
．??
???
．??
，??
???
???
，??
，??
，??
???
???
???
???
．??
．??
???
．??
???
???
???
???
???
???
???
???
???
???
??
?
???????????????????????????????????????????????????????????????????????????????16
P6
P5
P4
P3
P2
P1
P1
P0
? ??????????????
????60
R0
R0
S0
V0
T0
T0
V0
P0
V0
O0
S0
V0
O0
Q0
X0
W0
W0
W0
O0
T0
O0
R0
T0
X0
R0
U0
Q0
Q0
T0
S0
O0
W0
P0
ｸ
8。
U。
????… ????????。?????????．???，????????
? ????????ー?ー???????????
??
??
??
??
??
??
1
　　
@　
@　
@　
@　
@　
@　
@　
@　
@　
@　
@　
@　
@　
??
㎜㎜?? ＝＝＝
???? ??．???
? ??????????????
??????ー ?? ?
4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　意思決定支援システム序論
る。すなわち，標準化によって集中的な管理を行い経営機能の効率的な運
用を図るだけでは不十分といわざるをえない。外部環境の不確実性を吸収
できる柔軟な管理方式が求められることになる。
（2）　企業の多角化
　市場が飽和状態に近づくにつれ，競争は激化し企業は新たな市場チャン
スをもとめ多角化経営に乗り出す（2）。その結果，業界の壁は次第に取り払
われ，企業間の連合・提携が日常化してきている。異業種間結合や業界再
編成の動きが活発になり，企業経営における企画機能が相対的に重要視さ
れる様になってぎた。
（3）　市場の地理的拡大
　国内市場が飽和状態に近づくにつれ，企業はビジネスチャンスを国外の
市場に求めてゆく。そして通信技術と情報技術双方の進展と両者の結合に
より，国際市場が形成されつつある（3）。しかしながら，国際市場はそれぞ
れの国や企業の利害が鋭く対立する場でもある。単に利害関係を持って集
まる企業同士の協同・競合関係だけから成り立っているわけではなく，そ
の関係は同時に個別企業と各国政府の利害が錯綜する場でもある。経営組
織体の企画に関わる個別的な意思決定は，どの階層にあっても決定に至る
までのプロセスで，従来とは比べものにならないほど多くの情報量を必要
としている。
（4）　通信・二二技術的進展
　通信・情報技術の進歩と発展はここ数年の間にめざましい発展を遂げて
ぎている。日本の社会的な通信ネットワークシステムは昭和60年の通信制
度の自由化によって，市場が解放された。そして各種の付加価値ネットワ
ークシステムが構築され，その結果企業は一方で競争状態にありながら一
方で協力関係を結ぶという複雑な相互関係を自ら作り上げてきた。そして
その形態も単なるデータの相互利用から業界の利益を守ろうとするシステ
5
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ムまで様々なものがある。
　そして，コンピュータと通信技術が接合されるにいたり，単なる記号の
伝達という側面では，地理的な時間距離は極端に短縮されてしまった（図
1）。情報は単に伝達されるだけでなく，利用者の要望にしたがって処理
され，加工される。例えば海外のデータ・ベースωからデータを検索し，
これを分析するといった一連の情報処理がコンピュータシステムによって
可能になった。通信システムを意識したコンピュータ技術は近年めざまし
い進展を遂げ，ネットワークも国境を越えて相互に接合され膨大な情報量
が流通するようになってぎた。
　これらの大ぎな社会的背景の変動は，互いに深い相互関連を持っており，
これらについては“情報化社会”の名の下に数多くの議論が繰り広げられ
ている。一方の鯨こはトフラーを代表とする文明の転換期を主張するグル
ープがあり（5），他方の極には近代経済社会の総仕上げとして情報化を位置
づけるグループもある⑥。
　いずれにしてもここでは，これらのダイナミックな変化が企業組織の企
画機能にいかなる影響を与えるかという側面だけに注目し次の事だけを指
摘しておくにとどめたい。
　組織は外部環境にダイナミックに適応するために多種多様な情報を処理
している。そして安定的な適応を果たすためには，外部環境を情報として
変換し内部化するが，これは組織が存続するための必要条件と言えるであ
ろう。
　しかし，今日のように商品やサービスが温iれ，なおかつ嗜好の多様化に
呼応して商品・サービスの差別化が進んでくると，従来からの大量見込み
生産方式ではリスクが過大になるので，消費者からより確実な情報を先取
りしこれに基づいた少量受注生産方式に切り替えざるを得なくなって来る。
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この流れは，消費財に限らず，生産材までその影響が及んでいる。更に，
個別組織を取り囲む政治的・経済的・社会的環境が空間的にも拡大し，大
きな変化を遂げている状況下では，個別組織といえども処理すべき情報量
は以前にもまして増加せざるを得ない。
　大量見込み生産の場合には，組織の各階層の計画担当者は環境の不確実
性を計画の中で時間的に累積・相殺することで，これを回避・吸収するこ
とがでぎた。しかし，少量受注生産になると絶えざる情報のフィードバッ
クによって不確実性に対処してゆかざるを得ない。
　その結果，特定の組織が産出する商品やサービスは以前とそれほど大ぎ
な違いはないようにみえても，生産の過程で処理される情報量は飛躍的に
増大している。
　組織は不確実性の増大に対処するため，内部管理システムのみならず外
部環境に対しても情報ネットワークを拡大してゆこうとする。
　一連の製品・サービス生産過程の中には数多くの意思決定が織り込まれ
ており，組織のアウトプットに関する最終意思決定は各階層の決定が合成
された結果であるといえるが，外部環境の変化が激しい状況の下では，組
織の意思決定の方式も変化せざるを得ない。大量見込み生産方式の下では，
定められた時間内に多くの情報を収集し，これを最上位階層の意思決定者
に集めることによって長期的計画の意思決定がなされ，これを基に下位の
階層の意思決定者がその内容を具体化するという情報の流れが組織の効率
を高めることにつながる。組織的決定の効率を維持するには組織の階層と
決定の権限は厳密に対応がついていることが要求される。すなわち，戦略
的な決定は上位の階層で決定され，戦術的決定は中位の階層でなされ，作
業レベルの決定は下位の階層でなされることになる。
　しかし，少量の個別受注生産方式が中心になってくると部門間の関連も
密接になり，増大する不確実性に対処するには各部門・各階層面に戦略的
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な計画が必要になってくる。そして，上位階層の意思決定は，個別部門間
の戦略の調整と個別部門に対する戦略形成のガイドラインを形成すること
に比重がかかって来る。
　変化の激しい状況の下では，組織は外部環境に対する適応力を高め，外
部環境に対する製品・サービスの多様性を維持し，行動の自由度を高める
ため分権化を進めてゆかざるをえないといえるであろう。
　ここに組織における決定権限と情報の集積の問題が改めて問われること
になる。すなわち，組織の階層と決定の権陳が明瞭に対応ずけられ，下位
の階層はより上位の階層に対して情報を集約してφくシステムと上位の階
層は下位の階層間の決定の調整を図ってゆくシステムとどちらが全体とし
て適応的なシステムであるかという問題である。上に挙げたように企業の
多角化が進み，国際化が進む変化の激しい競争状況のもとでは，組織上で
は下位の階層といえども定型的意思決定よりも組織構成メンバーの非定型
的意思決定の比重が増してくる。
　従来の伝統的な組織はピラミッド型の階層構造を持つ統制型のかたい情
報システムを基調としているが，時代の要請により緩い組織結合による参
加型の組織構造が求められ，かつ組織としての効果的・効率的なアウトプ
ットを産出しうる情報システムのあり方が求められているといってよいで
あろう。
　これらの社会経済的な大ぎな変動を背景とし，DSSの枠組みが問題と
なっている。
4．DSSへの要請とそのフレーム
　DSSの目的とするところは，まさに意思決定者に対する意思決定支援
であって，意思決定そのものを意思決定者に替わって行うものではない（7）。
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DSSへの要請は一言でいうならば増大する情報量の中で意思決定者が有
効な決定を見いだすことを支援する事であり，その上で効率的な決定を支
援することである。DSSを従来の情報システムと対比させ，その持つべ
き特徴を挙げるならば以下の様にまとめる事ができるであろう。
（1）意思決定は常に将来を意識した行為であり，積み上げられた各種のデ
　ータと将来に対する意思決定者の意思決定イメージとの交点で行われる。
　そのため，意思決定者の抱える問題は構造が明確な問題と，構造がまつ
　たく不明確な問題の中間に位置することが一般的であるといって良いで
　あろう。このタイプの問題は確立された決まりきった定型的な情報処理
　では不十分であり，単一のモデルのみを用いて解を導出することはでき
　ない問題といえる。複数のモデルと複数の目的関数の下でヒューリステ
　ィックに解を求めてゆかねばならないタイプの問題ということ’ができる。
　従って，決定に至るまでの過程は，データを積み上げて解に至るボトム
　アップアプローチと将来のあるぺぎ姿から決定を行うトップダウンアプ
　ローチの両過程が同時に進行することになる。
②　一般的に意思決定者は情報処理技術の専門家ではなく，自らが必要と
　する情報を得るためにシステムを組み上げることはしない方が一般的で
　あるから，意思決定者の情報ニーズにかなうシステムであることが要請
　される。しかし，意思決定者の抱える問題は（1）で挙げたように明確な構
　造を持っていないのであるから，意思決定者とシステムの間には自然言
　語，あるいはそれに近い形でコミュニケーションがはかれるインターフ
　ェイスが必要とされる。
（3）さらにDSSは，意思決定老とのコミュニケーションを通じて学習を
　重ねながら適応的に自らのシステムの構造を作り変えて行くことが要請
　される。そして，そのフェイズは様々なものになるであろう事は想像に
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　難くない。すなわち，あるケースではモデルのパラメータの変更であっ
　たり，あるケースではモデルの前提や仮定の変更によるモデルの構造の
　変更であったり，時にはモデルそのものの変更であったりすることもあ
　ろう。モデルとデータ・ベースの対応の変更も十分起こりうることであ
　る。
（4）組織の中の意思決定者は，決定にあたって他の部門や上位・下位の階
　層との調整も行う。この調整機能に対してDSSに要請されるものはコ
　ミュニケーション機能である。
　これらの要請に対してDSSはどの様なフレームを用意すべきなのか。
また，現在の進展状況の中でDSSサイドにはどのような問題があり，ど
こまでがDSSの問題なのかを次にみてゆく事にする。
　図2はDSSのフレームを図式的に示したものである。
各構成要素の概略は次の通りである。
（a）データ・ベース
　ここでいうデータ・ベースは，各種の統計資料や組織の活動記録の集積
の中から，意思決定者が当面の問題解決に必要とされるデータを，特別な
情報加工をせずにそのままの形で抜き出し，集積しておくシステムである。
その内容は，記述データと数量データから成る。
（b）モデルパンク
　この中には，各種のシミュレーションモデルや数理モデル等，問題の解
を求めるためのモデルや問題発見型のシステムシミュレーションモデル等
が含まれる。
（c）指標群
　組織の活動結果や環境の変化をとらえるための経済・経営・社会指標を
その内容とし，意思決定者がもっている評価尺度に沿った指標と，客観的
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図2　DSSのフレーム
な評価尺度に基いた指標から構成される。
（d）　コミュニケーションシスァム
??????? ???
　意思決定者が，組織内の他部門や他組織とコミュニケーションを行うた
めのシステムであり，例えば，電子メールや個別問題毎の通信ボード等が
あげられる。
（e）　レポーティソグシステム
　意思決定者がDSSを用いて得た情報をレポートにまとめあげるシステ
ムで，作図・作表機能等を含む。
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（f）知識ベース
　これはデータの分析結果や解釈が集積された知識データ・ベースであり，
知識表現はIF一，　THEN一．という形式でデータを格納するプ冒ダクシ
ョソ・システムをはじめ，意味ネットワーク，フレーム，スクリプト等が
開発されている。意思決定者が暗黙のうちに前提や仮定として用いる，い
わゆる常識としての知識はこのなかに格納される。
（9）　　推論工ンジンノ
　知識データ・ベースと連動し，解決しようとする問題に応じて知識の探
索を自動的に行うシステムである。近年，多値論理に基くFUZZY推論
システム等が積極的に開発されている。
（h）AIツール
　ここには，HSP，　Prolog，　Small　Talk等の人工知能向言語やニエキスパ
ートシェル等が入れられる。システムを構築しようとする際に必要となる
ツールを内容とする。
（i）検索システム・外部データ・ベースインターフェイス
　意思決定者が組織外の各種外部データ・ベースの中から必要なデータを
検索し，これをDSSに取り込むシステムである。この中には，データの
所在情報と検索方法が含まれる。
（」）　コミュニケーション・インターフェイス
　組織内外の通信ネットワークとDSSを接続し，物理的に円滑なコミュ
ニケーションを図るための通信システムであり，このインターフェイスを
媒介とし，DSSのコミュニケーションシステムが機能する。：更に，組織
内の定型業務を処理するEDPSシステムとの接合もここを媒介とする。
（k）マン・マシンインターフェイス，学習システム
　これは，意思決定老がDSSの情報処理技法に煩わされることなく，　D
SSを使いこなすことを可能にするシステムであり，意思決定者がDSS
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との対話を通じて必要な情報を取り出すことができるようなインターフェ
イスシステムである。この部分でのコミュニケーション媒体は自然言語が
中心となるので，知識ベースと推論エンジンがこのインターフェイスを支
えることになる。更にDSSは意思決定者との対話を通じて学習し，知識
ベースを更新してゆける様に学習のメカニズムが組みこまれていなければ
ならない。
　DSSを構成する諸要素は相互に連動しながら意思決定者の要請に応え
てゆくことになるが，“幻のDSS”とならぬようにするには，今後解決
されてゆかねばならない次に挙げる多くの経営組織上の課題や技術的課題
が残されているといってよいであろう。
（1）膨大な個別情報を迅速に正確に収集・処理できるシステムでなけれぽ
　ならない。意思決定者が必要とする情報は，時間の経過と共に急速に劣
　化してゆく性質をもっているので，情報処理に要する時間は短ければ短
　いほど良いといえる。意思決定者の問題に関する関心は次々にダイナミ
　ックに変化してゆくことが一般的である。そのダイナミックスに対応し
　てゆけるかどうかがDSSの有効性を決定する。
②　意思決定者が対象としている問題について，これをモデルとしてまと
　めあげてゆく機能を支援するシステムが内包されていなければならない。
　問題認識から問題の解決策を発見する一連の問題解決過程で，意思決定
　者はまず問題の構造を推定し，追加情報と自らの知識に基ずいてイメー
　ジシミュレーションを行いながら問題構造の精度を高めてゆく。この過
　程を支援するには，定性的な知識を蓄積し，推論を可能とする情報シス
　テムでなければならない。更にモデルの構造を決定する前提・仮定を柔
　軟に組替えることができるシステムでなけれぽならない。
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　　かつて問題の構造化に当たっては典型的な各種のモデルが開発されて
　きたが，必ずしも有効に利用されたわけではない。そして常に言われ続
　けてきていることは，得られた結果以上に重要なのはモデル開発のプロ
　セスであり，このプ＃セスで得られた共通の知識に基づく問題認識こそ
　が重要な成果であるということである。しかし，多くの場合このプロセ
　スで現れる知識は，暗黙の了解となってしまう。
　　DSSの目的に照らしてみるならば，意思決定老の問題意識を基にし
　た問題の構造化が要請されるわけであるから，すでに確立されたモデル
　へ無理に問題を当てはめてしまうことは重大な誤りを起こしかねない。
　問題の構造を推論してゆくプロセスそれ自体が明示化される情報システ
　ムが求められているといってよい。
　　これらの課題に対する技術的な要請から，DSSと認知科学・知識工
　学は密接な接点を持ってきている。
㈲　一般に情報システムの有効性が認められるのは，ある程度情報の蓄積
　がでぎてからである。知識ベースにしてもその内容が有効性を持つよう
　になるまでにぱ，少なからぬ投資を必要とする。開発のコストをどこま
　で負担でぎるかでシステムの有効性が大きく左右される。
（4）DSSは各組織階層の個別意思決定者を対象としているが，組織内に
　おいても競争・協同原理が働いていることが一般的であるから，データ
　や情報の相互利用について，その利用範囲に一定の制約を設けておかな
　けれぽ，有効なシステムにはなりえない。
（5）人間の情報処理についても，まだ解明されていない部分が数多くあり，
　例えば，勘やパターン認識，学習等の側面で人間に備わっている能力と
　同等のことを計算機に期待するのはまだまだ無理があり，DSSも段階
　的な発展が望まれる。
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　DSSの現状は，それぞれの構成要素について研究が精力的に展開され
ている段階で未解決の課題が数多く残されている。
　DSSは組織の各意思決定者に対し，彼の外部環境認識を助け，外部環
境への働きかけを効果的・効率的に行うことを支援すると同時に，組織内
のコミュニケーションネットワークを通じて組織の活性化をはかろうとす
るコンピュータ技術をベースとした情報システムである。DSSの構築は
上に挙げた企業組織を取り巻く環境の変化，情報技術の進展によるインフ
ラストラクチャーとしての社会的情報処理システムのハード・ソフト両面
の発展により急速に実現されつつあるといってよいであろう。特に近年，
人工知能関連技術の研究が進み，その成果を取り入れた実験的なシステム
が登場しつつある。
　本稿では，企業組織の中で戦略的計画が各組織階層において相対的に重
要になってきているという背景を踏まえ，意思決定支援システムのフレー
ムについて考察した。現在，DSS分野は，人工知能分野と接点を保ちな
がら急速な発展を遂げているが，現段階では，可能性と限界を模索しなが
ら多くの実験的な試みがなされている最中である。
　今後は，本フレームに基づき個別の構成部分に着目し，それぞれの可能
性を詳細にみてゆきたい。
　注
（1）　オペレーションズ・リサーチ，Vol．30，　No．9特集DSS，日本オペレー
　　ションズ・リサーチ学会参照
（2）実態については“高度情報社会の業際展望”経済企画庁総合計画局を参照
（3）実態については“情報サービス産業白書1986”（社）情報サービス産業協
　　会，“ニューメディア白書昭和61年版”日本経済新聞社参照
（4）“DATA　BASE白書’86”（財）データベース振興センター，参照
（5）A．トフラー“未来適応企業”中央公論社
（6）斉藤精一郎“情報エコノミーの衝撃”日本経済新聞社
（7）　H．L．　Dreyfus・S．　E．　Dreyfus“純粋人工知能批判”アスキー出版局の
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　　中でAIの限界が示唆されている。
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